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川崎市（財政局） 

 
個人住民税等に係る特別徴収税額の決定・変更通知書における記載誤りについて 

 

 令和７年５月１５日及び６月３日に特別徴収義務者（事業主）を通じて納税者（従業員）の方に

送付しました令和７年度の個人市民税・県民税・森林環境税に係る特別徴収税額決定・変更通知書

（以下「通知書」といいます。）のうち、ｅＬＴＡＸ（※）によりデータ送信した約１３万４千人の

通知書における税額の「県民税・所得割額」の欄について、プログラムミス及び確認不足により、

金額があるにもかかわらず、誤って「０円」と記載していたことが納税者からの連絡により判明し

ましたので報告いたします。なお、納入していただく年税額及び各月の特別徴収税額への影響はあ

りません。 

 また、対象の方には、６月１７日に改めて修正した通知書をｅＬＴＡＸによりデータ送信いたし

ます。 
 
（※）ｅＬＴＡＸ…地方税のオンライン手続のためのシステム 

 

１ 対象者数 

納税者数 １３３，５３２人  （特別徴収義務者数 ７，６８７社） 

５月１５日送信分 １３２，８１１人（７，４７５社） 

６月 ３日送信分     ７２１人（  ２１２社） 
 
（参考）通知書全体の送付件数（書面・データ送信分合計） 

       納税者数 ６６０，３７８人（特別徴収義務者数 １１１，４８０社） 

 

２ 経過 

５月１５日（木） 令和７年度の通知書（当初）を特別徴収義務者宛てにデータ送信 

６月 ３日（火） 令和７年度の通知書（追加）を特別徴収義務者宛てにデータ送信 

６月１１日（水） 納税者（１人）から通知書の記載に誤りがある旨の連絡 

 ６月１２日（木） 市税システムの運用保守委託業者（※）による調査の結果、「県民税・所得割

額」の欄について、金額があるにもかかわらず「０円」と記載していること

が判明 

 ６月１６日（月） 「県民税・所得割額」の欄以外や税額に誤りのないことを確認 
  
（※）運用保守委託業者 

    富士通Ｊａｐａｎ・ＦＬＣＳ 川崎市市税システム再構築・運用保守業務共同企業体 

（本社所在地） 

富士通Ｊａｐａｎ株式会社：川崎市幸区大宮町１番地５ 

ＦＬＣＳ株式会社    ：千代田区神田練塀町３番地 

 

３ 原因 

運用保守委託業者が、令和７年度の通知書のうち、データ送信分の通知書に記載するプログラ

ムを修正した際に、「県民税・所得割額」を誤って「０円」となるように設定していました。 

また、本市職員による確認の際、「県民税・所得割額」に変更があると想定していなかったため、

その誤りを発見できなかったことによるものです。 

 

４ 影響 

市税システムの税額は正しく登録されておりますが、データ送信分の通知書における「県民税・

所得割額」の記載に誤りがあったものです。年税額及び各月の特別徴収税額への影響はありませ

ん。 

 



５ 今後の対応 

本日６月１７日、お詫び文と併せて、修正した通知書を特別徴収義務者宛てにｅＬＴＡＸによ

りデータ送信します（郵送料はかかりません）。 
 

６ 再発防止策 

ｅＬＴＡＸによりデータ送信する通知書の各項目を確認できるチェックリストを新たに作成し、

組織的なチェックを徹底します。 

また、運用保守委託業者に対しても、プログラム内容の確認体制を強化するよう６月１２日に

指示しました。 

 

 

                        【問合せ先】 

 川崎市財政局税務部市民税管理課 児玉 

電話 ０４４－２００－２２１８ 
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あなたの特別徴収税額を 次のと おり 決定（ 変更） し まし たので、 地方税法第４ １ 条、 第３ １ ９ 条及び第３ ２ １ 条の４ （ 第３ ２ １ 条の６ ） の規定によ っ て通知し ます。 　
また、 こ の通知書の記載事項に不服がある場合は、 こ の通知書を受け取っ た日の翌日から 起算し て３ 月以内に市長に対し て審査請求を する こ と ができ ます。 こ の特別徴
収税額の決定の取消し を 求める訴え（ 以下「 取消訴訟」 と いいます。 ） は、 前記の審査請求に係る裁決の送達を 受けた日の翌日から 起算し て６ 月以内に市を 被告と し て
（ 市長が被告の代表者と なり ます。 ） 提起する こ と ができ ます。 なお、 取消訴訟は、 前記の審査請求に対する裁決を 経た後でなければ提起するこ と ができ ないこ と と さ
れていますが、 ①審査請求があっ た日から ３ 月を 経過し ても 裁決がないと き 、 ②処分、 処分の執行又は手続の続行によ り 生ずる 著し い損害を 避ける ため緊急の必要があ
る と き 、 ③その他裁決を 経ないこ と につき 正当な理由がある と き は、 裁決を経ないでも 取消訴訟を提起する こ と ができ ます。

川崎市かわさ き 市税事務所法人課税課　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
電話　 ０ ４ ４ （ ２ ０ ０ ） ２ ２ ０ ９ 　 Ｆ Ａ Ｘ 　 ０ ４ ４ （ ２ ０ ０ ） ３ ９ ０ ８

川崎市長　 福田　 紀彦

1 0 0 0

参考資料

「県民税・所得割額」欄（100円未満切り捨て）
　（正）49,100円⇒（誤）０円
※年税額及び各月の納付額に影響はありません


